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　介護保険制度は、高齢者が住みなれた地域でいつまでも健やかに暮らせるよう
に、また介護が必要になったとき、安心して自立した生活を送れるように社会全
体で支える制度です。

65歳以上の方の

が変わります

　これらを踏まえて基準額を
次のとおり変更しました。

　 

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
用
の
増
加

　

高
齢
者
数
の
増
加
に
伴
い
、
介
護
を
必
要
と

す
る
要
支
援
・
要
介
護
認
定
者
数
や
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
利
用
者
が
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ

の
た
め
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
総
費
用
（
介

護
給
付
費
）
も
増
加
し
続
け
、
平
成
26
年
度
に

は
50
億
円
に
達
す
る
見
込
み
で
す
。

　 
７
月
中
旬
に
介
護
保
険
料
の
通
知

　 

が
届
き
ま
す

【
介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
と

納
入
通
知
書
が
届
い
た
方
】

　

期
限
ま
で
に
市
内
の
金
融
機
関
窓
口
（
ゆ
う

ち
ょ
銀
行
は
除
く
）
で
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

※
口
座
振
替
の
手
続
き
を
さ
れ
て
い
る
方
に

　

は
納
入
通
知
書
は
入
っ
て
い
ま
せ
ん
。

【
介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
の
み
が
届
い
た
方
】

　

年
金
天
引
き
で
介
護
保
険
料
を
い
た
だ
い

て
お
り
ま
す
の
で
、
納
付
書
な
ど
で
保
険
料

を
納
め
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
通
知
書
に

記
載
さ
れ
た
保
険
料
額
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
今
年
度
は
保
険
料
を
変
更
し
た
た

め
、
仮
徴
収
と
本
徴
収
の
納
付
額
に
ば
ら
つ

き
が
生
じ
ま
す
。
こ
れ
を
和
ら
げ
て
年
間
を

通
し
て
の
納
付
額
を
で
き
る
だ
け
均
等
に
す

る
た
め
、
８
月
の
仮
徴
収
額
を
変
更
し
ま
す
。

先
に
ハ
ガ
キ
で
通
知
し
た
金
額
と
異
な
る
事

が
あ
り
ま
す
が
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

 

　
保
険
料
を
滞
納
す
る
と
？

　

特
別
な
事
情
が
な
く
、
保
険
料
の
滞
納
が

続
く
場
合
、
未
納
期
間
に
応
じ
て
給
付
が
一
時

差
し
止
め
に
な
っ
た
り
、
利
用
者
負
担
が
１
割

か
ら
３
割
に
な
っ
た
り
す
る
措
置
が
取
ら
れ
ま

す
。
保
険
料
は
必
ず
納
め
て
く
だ
さ
い
。

　 

減
免
制
度
に
つ
い
て

　

介
護
保
険
料
の
通
知
書
に
合
わ
せ
て
、
減
免

制
度
の
ご
案
内
も
送
付
し
ま
す
。
詳
し
く
は
介

護
保
険
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

介護保険料

　 

高
齢
者
の
増
加

　

敦
賀
市
で
は
、
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
増

加
し
、
高
齢
化
率
（
総
人
口
に
占
め
る
高
齢

者
の
割
合
）
が
22
％
を
超
え
て
い
ま
す
。
平

成
24
年
度
以
降
は
、「
団
塊
の
世
代
」
が
高
齢

者
に
加
わ
り
、
平
成
26
年
度
に
は
、
お
よ
そ

４
人
に
１
人
が
高
齢
者
に
な
る
見
込
み
で
す
。

これまで
　年額 50,400 円（月額 4,200 円）

介護給付費の負担割合

公費

50％

保険料

50％

65 歳以上の方の保険料

40～ 64歳
の方の保険料

国の負担金

県の負担金

市の負担金

21％20％

12.5％

12.5％
29％

25％
引き上げ

保険料段階
今までの

９段階

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11

生活保護を受給している

合計所得金額
が500万円以上

合計所得金額＋課税年金
収入額が 120万円以下

合計所得金額＋
課税年金収入額
が 80万円以下

合計所得金額＋課税年金収
入額が 80万円以下

はい

いいえ

あなたの保険料を確認しよう！

老齢福祉年金を受給している

　基準額の変更に合わせて保険料段階も見直しました。所得に応じてきめ細やかに区分
するため新たな保険料段階を設定し、これまでの９段階から 11 段階に変更しました。

　  

介
護
給
付
費
の
負
担
割
合
の
変
更

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
総
費
用
（
介
護

給
付
費
）
の
う
ち
、
65
歳
以
上
の
方
の
保

険
料
に
よ
っ
て
負
担
す
る
割
合
が
平
成
24
年

度
か
ら
変
更
さ
れ
、
こ
れ
ま
で
の
20
％
か
ら

21
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

世帯内に市民税を納めている人がいる

問合せ　介護保険課　☎ 22－ 8180

基準額の見直し

段階の見直し

介
護
保
険
制
度
は
、
40
歳
以
上
の
方
が
納
め
る
「
介
護
保
険
料
」
と
国
・
県
・

市
が
負
担
す
る
「
公
費
」
で
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
で
は
、
介

護
保
険
事
業
の
円
滑
な
運
営
を
図
る
た
め
、
３
年
ご
と
に
保
険
料
の
見
直
し
を

行
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
び
、
高
齢
者
数
や
要
支
援
・
要
介
護
認
定
者
数
、
介

護
給
付
費
な
ど
の
現
状
を
踏
ま
え
、
65
歳
以
上
の
方
（
第
１
号
被
保
険
者
）
の

介
護
保
険
料
が
変
更
と
な
り
ま
す
の
で
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

今回の
変更点

今回の
変更点

保険料
段　階 上の段階表で

金額を確認し
てください。

今年度から平成 26年度まで
　年額 64,200 円（月額 5,350 円）

合計所得金額が 250万円以上

合計所得金額が 190万円以上

合計所得金額が 125万円以上

市民税を納めている
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段階 対　　象 保険料率 年間の保険料

第１段階 生活保護受給者又は老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税
非課税の人 基準額× 0.5 32,100 円

第２段階
本
人
が
市
民
税
非
課
税

世帯の人全
員が市民税
非課税

前年の合計所得金額＋課税年金収入
額が 80 万円以下の人 基準額× 0.5 32,100 円

第３段階 前年の合計所得金額＋課税年金収入
額が 80 万円を超え 120 万円以下の人 基準額× 0.7 44,900 円

第４段階 前年の合計所得金額＋課税年金収入額
が 120 万円を超える人 基準額× 0.8 51,300 円

第５段階 同じ世帯に
市民税を課
税されてい
る人がいる

前年の合計所得金額＋課税年金収入額
が 80 万円以下の人 基準額× 0.9 57,700 円

第６段階 前年の合計所得金額＋課税年金収入額
が 80 万円を超える人 基準額 64,200 円

第７段階
本
人
が
市
民
税
課
税

前年の合計所得金額が 125 万円未満の人 基準額× 1.2 77,000 円

第８段階 前年の合計所得金額が 125 万円以上 190
万円未満の人 基準額× 1.3 83,400 円

第９段階 前年の合計所得金額が 190 万円以上 250
万円未満の人 基準額× 1.5 96,300 円

第10段階 前年の合計所得金額が 250 万円以上 500
万円未満の人 基準額× 1.6 102,700 円

第11段階 前年の合計所得金額が 500 万円以上の人 基準額× 1.8 115,500 円
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